最近のITインフラ発展に則した電子記録債権の新たな活用 by 小倉 隆志 & Ogura Takashi






























































　こうした状況下の 2018 年 10 月に Tranzax が新たに開始したサービスが





































スであると評価され、2018 年 8 月より流動資産担保保証制度の担保の一つ
として制度化された。
　実際の PO ファイナンスの典型的な事例を図 2 で示した。赤字の IT ベン





























































































⼆重譲渡リスク × ⼆重譲渡されるリスクあり ○ 記録以外の⽅法で譲渡できないため帰属は明確
⼈的抗弁のリスク × 債務者による相殺等の抗弁が可能 ○ ⼈的抗弁が切断されている
譲渡禁⽌特約 × 取引契約の確認が必要 ○ 電⼦記録債権にはない
コントラリスク × 売掛先が持つ反対債権との相殺による減額 ○ 記録された⾦額で確定
ダイリューションリスク × 商品の返品などの理由による減額 ○ 記録された⾦額で確定
フロードリスク × 債権者による架空計上の可能性等 × 債権者・債務者の共謀による架空の発⽣記録
将来債権の譲渡 ○ 可能 × 不可能
電⼦記録債権の特徴 売掛債権との違 （表1）
※将来債権の譲渡記録ができないことを除き、実務上の譲渡担保としての親和性が⾼い。
⼿形 ⼀括ファクタリングローン ABL活⽤
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ＰＯファイナンスⓇ
電⼦債権記録機関のマーケット （表２）
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主要電⼦記録債権残⾼推移
でんさいネット でんて
単位︓億円
メガバンクの⼿形代替的電⼦記録債権の伸びは⽌まり、縮⼩化の⽅向。
でんさいネット︓全銀協による運営、主に中⼩企業の利⽤
でんて︓MUFGによる運営、主に⼤企業の利⽤
公正取引委員会事務総⻑及び中⼩企業庁⻑官の
連名の⽂書「下請代⾦の⽀払い⼿段について」
2016年12⽉
下請代⾦の⽀払いは原則現⾦
⼿形・電⼦記録債権の⽀払いサイトは120⽇
間から60⽇間への短縮
⼿形代替的電⼦記録債権の低迷 （表3）
ファクタリング ⼜は 売掛債権担保融資
受発注を電⼦記録債権化
引渡しを受けない部分の⽀払は拒否
できるという抗弁付き
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発明者 ⼩倉隆志、深澤亮⼀
受注債権 売掛⾦
受注 納品し検収を受ける 代⾦受領
受取⼿形
[ 現状の⾦融スキーム ]
発注
POファイナンスⓇ（受注債権担保融資）
⼿形割引 でんさい割引
協会保証を付すことも可能（流動資産担保保証制度）
電⼦記録債権の新たな活⽤POファイナンス®へ （図1）
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外注費⽀払4千万円 借⼊⾦返済4千万円
POファイナンス® 事例紹介 （図2）
 ＥＤＩ︓発注者にとって業務効率化メリット⼤きい 受注企業にとって導⼊の緊急性がない
受注企業にとって最も緊急性のある課題 資⾦繰り
ＥＤＩ連携電⼦記録債権
ＰＯファイナンス®
電⼦記録債権と他の業務システムを連携した利⽤⽅法の開発 （図3）
⾦融メリットは電⼦記録債権者（受注者）のみ 発注者（債務者）のメリットが必要
ＥＤＩと企業財務（資⾦繰り）の結合
発注者（債務者）、受注者（債権者）双⽅にとってメリット
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